Ⅰ　モデル事業好事例の総括

この総括報告書（好事例編）は、厚生労働省受託事業において（社）全国労働衛生団体連合会（全衛連）が平成１９～２１年度に実施した「メンタルヘルス不調の労働者の再チャレンジ支援のための専門家派遣事業」における中小規模事業場向けの復職支援モデル事業の全事例について、平成２１年度５機関（８事例）の支援事例の報告と、平成２０年度（５機関１６事例）及び平成１９年度（５機関２０事例）実施分の支援事例のフォローアップ調査報告を収載したものである。また、フォローアップ調査に合わせて実施した、支援対象事業場およびモデル事業参加機関へのアンケート調査の結果もまとめた。

ここに収録した好事例からは、支援専門家による復職支援によって、いかに労働者本人が不安と困難の中から復職にまで至ったか、また事業場の人事労務担当者や上司が支援専門家から学び、本人の復職を受け入れるようになったかが、具体的に理解できる。もちろん、復職は、本人と職場との間のものだが、休業中の本人と職場の人事労務担当者や上司との間には意志疎通にへだたりがあったり、誤解があったり、意見が衝突していたり、また情報がなかったりする。これは一般の身体疾患による休業中でも同じだが、メンタルへルス不調による休業ではさらに誤解が生じ易かったり、情報が得られにくい傾向がある。このため、本来なら復職ができるはずの労働者の復職が困難になっている場合もある。支援専門家は、本人と事業場の人事労務担当者や上司、さらに事業場の産業医をはじめとする産業保健スタッフ、場合によってはさらに主治医および家族とも連絡をとり、情報を収集し、意見を聞き、調整を行う。専門的知識の下に行われるこうした支援専門家の活動が、この３年間のモデル事業の中でも多くの労働者の支援に成功し、復職に導いている。

いくつか例をあげると、例えば本人と定期的に連絡をとることで、本人が自信と安定をとりもどし、復職に向けての準備を進めることができた事例がある。本人の希望と職場の受け入れ体制の間で、現実的な調整を行い、本人、職場とも合意できる復職の形を作った事例がある。不安のためについ妻が本人を激励してしまい、本人の回復にも支障がでていた例では、妻とも面談を繰り返すことで、本人への対応を改善してもらうだけでなく、妻の不安をも解消することができた。本人の問題行動の背景に、うつ病だけでなく、双極性障害、アルコール依存や発達障害などの、医療機関でも見逃されやすい疾患があることに気づき、これへの対処を支援した事例もある。頻回の休業や問題行動が目立つ事例では、支援専門家による定期的な面談により、本人の態度や行動が変わった事例もある。こうした事例を通して明らかになったことは、支援専門家という第三者による支援が、メンタルヘルス不調により休業中の労働者の復職支援に重要かつ効果的な役割を果たすという点である。

当初は会社を非難していた本人が、支援を通して「会社に感謝している」と語った事例も複数あった。事例１つ１つを通して、支援専門家の関与がどれだけ労働者とその家族の幸福につながったか、また大切な仲間であり戦力でもある労働者をまた職場に迎えることのできた事業場の満足感が、実感として伝わってくる。

もう１つ、モデル事業を通じて、支援専門家の重要な役割と再確認されたものは、事業場の職場復帰制度、つまり「復職支援プログラム」の作成の支援である。いくつかの事業場では事業場としての復職支援プログラムがなく、復職にあたって労働者、上司、人事労務担当者がどうしたらいいかわからないでいることが復職を困難にしていた。休業中や復職にあたって事業場の適切でない対応もみられたが、これも復職の標準手順が事業場に作られていない（あるいは徹底されていない）ことからきている場合もあった。支援専門家が個々の労働者を支援する中で、復職支援プログラムの必要性を事業場に提案し、事業場の復職支援プログラムが整備されることも多々あった。復職支援にあたって、復職支援プログラムづくりを支援するという、個人対応以外の技術が専門家に求められることを示している。

しかし復職支援は、メンタルヘルス対策の中でも難易度の高い活動である。支援専門家の支援が全て成功裏に終わったわけではない。せっかく復職しても、経過を見るうちに本人が退職して、働きやすい別の職場を求めることもある。再休職になったり、あるいは事故を起こしてしまった事例もあった。支援専門家の関与によっても復職のめどが立たない事例もある。支援専門家の接触を拒否された事例もあった。これらのうまくゆかなかった事例の中には、支援専門家の一層のスキルアップによって解決できるものもある。しかし病状や状況が、支援専門家の力を越えてしまっている例も少なくない。そのような状況でも、事業場は支援専門家の支援によって復職の考え方や道筋を理解することができ、事業場自らの責任を可能な範囲で果たすことできるようになる。このことは大切なことである。

支援対象事業場へのアンケート調査からは、支援専門家の活動に対して、「非常に良かった」68％、「まあ良かった」27％と、きわめて高い評価をいただいている。また、モデル事業参加機関へのアンケート調査からは、支援事業に専門家として参加した感想から、「非常に良かった」67％、「まあ良かった」33％と、やはり高い満足をいただいている。このことは、モデル事業の運営に関わらせていただいた者として大変にうれしいことである。

本モデル事業は本年度で終了したが、今後「総括報告書（手引き編）」とともに、この好事例編でまとめたれた技術と経験が、復職支援に関わる専門家、事業場および産業保健スタッフの参考になればと願っている。また各地の健康診断機関等で、事業場向けに復職支援を含むメンタルヘルス対策を提供するサービスが事業化され提供されて、全国全ての労働者がその恩恵を得られる日が来るのを心から期待している。

平成２２年３月

（社）全国労働衛生団体連合会 メンタルヘルス復職支援検討委員会

委員長　川　上　憲　人

Ⅱ　Ｈ２１年度実施の好事例等

【 事例１ 】

	支援目的
	上司との人間関係が起因となったうつ病労働者の復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	小売業
	
	専門家①
	産業医　1名

	労働者数
	300名
	
	②
	保健師・産業ｶｳﾝｾﾗｰ　1名

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	事業場との

従来の契約
	産業医契約

	事業場内担当者
	総務担当者
	
	
	


	支援対象労働者の概要

	性別
	男
	年代
	３０歳代

	結婚歴
	既婚
	居住環境
	同居

	休職の診断書における診断名
	うつ病

	休職期間
	２ヶ月　（これまでの休職歴　　有　）

	支援開始時の段階
	休職中（休職後　２ヶ月）　

	支援期間
	４ヶ月

	
	

	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	無
明文化まではできていないが、事業所と連携を取り、復職の流れを相談しながら進めている。



	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	仕事は、システム開発・保守を担当しており、6年勤務している。

X-4年夏X-3年春、いくつかの仕事が重なり、どれも手につかず、嘔気・集中力低下・気分の落ち込みがあり、メンタルクリニック受診。うつ病にて内服治療開始した。当クリニックでカウンセリング実施し、1ヶ月半休養を取り、仕事量をコントロールし、復職した。X-3年春以降は頓服の処方を受け、断続的に通院していた。　　

X-1年11月から同部署の課長へ昇格した。本人としては、専門職を希望していたが、上司の勧めもあり、引き受けた。前任の課長は異動となり、ある程度の引き継ぎは受けたが、分からないことばかりであった。頼りになる部下もメンタル不調で休職後復職という状況で、負担はかけられない状態だった。

システム全体が分からない中で取り組まなければいけないという不安、仕事量の膨大さ、他の部署との調整等も負担としては大きかった。一従業員でなく管理職であったため、自分の対処が課全体の評価になるということがプレッシャーであった。

また、上司からのプレッシャーも強かった。育ててくれているのだと頭の中では分かっていたが、何かの判断を迫られる時に逃げ場のないような追い込まれ方をし、相談できず辛い思いをしていた。

昨年末には胸痛・動悸があり、循環器科を受診したが、異常はなかった。

前回ほど重くはないが、頭重感や集中力の低下がみられた。さらにその上司から罵倒されるような出来事があり、今までため込んできた気持ちがこみ上げ、もう求められているものにこたえられないと思った。死にたいとまでは思わなかったものの、転職したいと思い、退職届を出した。話を聞いた人事担当は、退職は保留にし、まずカウンセリングを受けるよう勧めた。

X年6月、主治医受診し、うつ状態と診断された。

受診の2日後、支援専門家によるカウンセリングを実施した。面談時は、頭重感・集中力低下・意欲の低下・気分の落ち込み・浅眠等の症状があり、勤務継続困難な状態であった。その後主治医の判断もあり自宅療養となった。

＜就業を困難にした要因＞

1 管理職に昇格したことによる業務量の増大とプレッシャー

2 上司との人間関係

3 誰にも相談できず、辛い気持ちをため込んでいた。



	復職支援の具体的な内容
	＜初回面談時＞

初回面談では、前回の発症時のから現在の経過まで伺い、現状からすると就業困難な状態であったため、休養をとることを勧め、主治医とも休業について相談するよう勧めた。

転職という大きな決断は保留とし、もう少し回復してから、検討するよう勧めた。

まず会社のことから離れ、ゆっくり休養を取ることを勧めた。

＜休業中＞

休業中は、2週間から1カ月に1回の頻度でカウンセリングや産業医面談を行った。

日常生活のリズムを整えることを優先し、状況を見ながら、少しずつ活動性を増やし、体力作りを勧めた。

回復してきた段階でもう一度発症の要因を振り返ってもらった。環境の要因だけでなく、本人の要因についても内省できるよう支援した。転職に対する気持ちを確認し、またどのような調整をしたら現職場でも継続できそうかということについて相談した。

ご本人の了解を得て、人事担当に要因について報告をし、業務の見直しや上司の関わり方、休職中の対応について相談した。

＜復職前＞

復職前に、主治医・人事担当・職場の上司とも連携を取り、仕事内容や上司との関わり等を調整し、支援を行った。

無理をせず、まず通うことに慣れるという気持ちで向かうことや、勤務時間は2週間を目安に4時間・6時間・8時間と段階的にステップアップしていき、経過により対処を相談していくことを確認した。

上司に対する気持ちや仕事に対する取り組み方について、復職に向けて心の準備を促した。

＜復職後＞

面談や電話連絡により2週間に1度のペースで、気持ちの変化や負担感などを確認しながら支援した。ステップアップの際に産業医面談を実施した。

直属の上司へ連絡をし、本人の勤務状況や周囲の対処について確認した。また、本人への対応方法について助言を行った。

ストレッサーとなった上司とも面談し、上司の考えを受け止めつつも今回の状況について理解してもらえるよう促し、上司としての関わり方についても助言を行った。



	支援結果と今後の見通し
	＜休職中＞

◆本人

面談の中で、管理職になったプレッシャーや仕事の負担、上司との関係におけるストレス、転職したいと思うくらい追い詰められた気持ちが語られた。誰にも相談できなったことを吐き出し、気持ちの整理を行うことできた。

上司に対しては、最初は怒りの気持ちが大きかったが、上司も関わり方を反省していることも聞き、自分を伸ばそうとしてくれていたことや「そういう人だ」と割り切ることの大切さにも気付いた。

事業所の判断で、管理職から専門職へ業務変更できることとなった。必死で管理職の勉強をしたにもかかわらず、降りなければいけないという葛藤も一時見られたが、余裕を持って仕事ができることに意味を見出した。専門職であれば仕事を継続することができると思えるようになった。また今後は一人で抱え込まずに相談していこうという気持ちになれた。

◆事業所

人事担当にこれまでの経過を説明し、管理職の負担の軽減や業務・人間関係への配慮を検討してもらえるよう促した。

また、事業所から本人への連絡も最小限にしてもらうよう助言を行った。

＜復職前＞

復職に向けて主治医から診療情報提供書が提出され、産業医面談を行った。本人・人事担当者・産業医・保健師で相談し、半日・6時間・1日勤務と2週間ずつを目安に段階的な試し出勤を行うこととなった。

＜復職後＞

◆本人

段階的な試し出勤は、疲労感や負担感、気持ちの波もきたさず経過している。1日勤務まで予定通り進んでいる。上司から無理しないよう声かけもあり、相談しやすい環境である。

業務は、システムの入れ替え作業、業務の管理表の作成等を行っている。他の人の負担が分かるため、問い合わせ対応等は自分で処理していたため、負担が増えないように、突発的な対応は上司と相談しながら、定時で終わる範囲で対処するよう勧めた。

上司の仕事を見て、自分とネガティブな比較をすることなく、対処の仕方が理解できたことが精神的な進歩として語られた。

今後、仕事量は増えそうであるが、無理せず対処できそうだということであった。

1日勤務で不調なく3ヵ月経過し、周囲の理解もあることから、その後は月20時間の時間外労働可との産業医意見を出した。

◆事業所

直属の上司へ連絡をし、自然体で見守っていること、業務の調整や対外的な交渉事は上司が行っていることが報告された。

上長から連絡があり、①管理職としての期待もあり、育てようという思いから厳しい指導になってしまった。②他の職員からも逃げ道のない攻め方をされると言われ、反省している。③自分がかなり苦労をして頑張ってきたことやメンタル不全になった経験がないことから、ご本人の気持ちや状況が分からなかった。④飲み会の席でのことは、社会人として、店員を待たせている状況に配慮がないことを指導したつもりだった、ということが報告された。

上長の思いに傾聴した上で、ご本人から了解を得た範囲で状況を伝えた。今後については、厳しいことを伝えなければいけない状況もあるかと思うが、部下の思いや状況を一旦受け止めた上で、指導をして行くこと、一生懸命指導されていることが無にならないよう伝え方に配慮すること、メンタル不調のサインに目を配ること等について話し合った。また、組織としてはメンタルヘルスケア研修を導入すること、管理職昇格の際には慎重に判断することが、検討されることとなった。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	今までため込んできた思いを吐き出したことで、気持ちの整理につながった。冷静に振り返ることにより、仕事のやり方や上司に対しての考え方の調整ができた。2回目の休職ということで、転職も考えたが、人事との連携も取れたことにより、職位を変えて仕事ができることが分かり、復職への自信につながった。

職場の理解もあり、配慮しつつも特別扱いはしないという対応が本人にとってはいい環境であった。

妻の理解もあり、家族の支えがあったことも良かった。

上司や役員と相談することにより、ご本人への配慮のみならず、事業所全体のメンタルヘルスケアへの取り組みが活発になった。

優先順位を相談し、これから忙しくなることが予想されるが、無理をせず、周囲に相談できる気持ちになった。



	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	


※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している

【 事例２ 】

	支援目的
	身体面を含むサポートが奏功したうつを訴える労働者への復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	金融業
	
	専門家①
	産業医　１名

	労働者数
	500名
	
	②
	保健師・産業ｶｳﾝｾﾗｰ　1名

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	③
	産業ｶｳﾝｾﾗｰ　1名

	事業場内担当者
	人事担当者
	
	事業場との

従来の契約
	産業医契約


	支援対象労働者の概要

	性別
	男
	年代
	４０歳代

	結婚歴
	既婚
	居住環境
	同居

	休職の診断書における診断名
	うつ病

	休職期間
	休職７ヶ月経過で継続中（これまでの休職歴　　無　）

	支援開始時の段階
	休職中（休職後　２ヶ月）

	支援期間
	４ヶ月

	
	

	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	無

明文化まではできていないが、事業所と連携を取り、復職の流れを相談しながら進めている。

	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	仕事は金融業で、融資担当をしており、18年勤務している。X年2月に異動があった。前職場で苦労をした分、異動時には自信を持って仕事をしようと思っていたが、システムが変わってしまったことや上司の求める仕事ができず、罵声を浴びせられたことで、自信を失ってしまった。仕事も進まず、頭痛・吐き気・睡眠障害・食欲低下等の体調不良が見られた。心療内科を受診し、うつ病の診断を受けた。休職が必要と言われたが、会社からどう評価されるか・経済的な不安があり、休職に踏み切れない状況であった。

＜健康面＞

糖尿病、高血圧、緑内障治療中。休職前は、毎日家にあるだけのお酒（ビール２L・焼酎５杯）を飲んでおり、休日は昼間に飲んでいたこともあった。

＜就業を困難にした要因＞

① 上司との人間関係

② 業務内容変更による戸惑い

③ 問題飲酒



	復職支援の具体的な内容
	＜初回面談～休職中＞

毎月1回の面談の実施及び電話相談を行った。これまでの経過やそれに伴う気持ちを確認した。休むことへ抵抗感については、会社の復職支援の体制を説明し、まず会社のことから離れ、ゆっくり休養を取ることが必要であることを説明した。

次に日常生活のリズムを整えること、少しずつ活動性を増やし、体力作りを勧めた。糖尿病や高血圧、アルコールへ問題への改善を促すよう教育的カウンセリングを行った。

回復してきた段階で発症の要因を振り返り、環境要因だけでなく、本人の要因についても洞察が深められるよう支援した。

復職に向けて焦りが見られた際に、「復職しなければ」という気持ちと「復職できそう」という気持ちの違いについて一緒に考えた。また、よくなってきていることと不安要素を確認し、休むことに対して、体力作りや心の準備（同じような状況になった時に対処できるようになる）のための仕上げの時期と意味付けをした。

会社の上司からの連絡はストレスになるため、人事担当者に窓口になってもらうよう調整を行った。

＜復職前＞

ウォーキング等での運動量増加、ストレス発散や食事・飲酒行動の改善を勧めた。
おおよその復職時期が決まり、復職前の職場へ荷物整理や挨拶に行くこととなった。けじめをつけなければいけないという思いと上司に会うことの不安があったが、専門家から人事担当者へ連絡し、負担を軽減できるよう調整した。人事担当者の配慮について、本人に伝えたところ、そこまで考えてくれていることをありがたく感じ、本人自身も自分でけじめをつけようという気持ちが出てきた。実際に挨拶に行った時には、必要な対処はでき、達成感も感じていた。

活動性の改善のため、図書館通い等を勧め、復職の準備を進めた。

復職に向けて主治医から診療情報提供書が提出され、産業医面談を行った。本人・人事担当者・産業医・保健師で相談し、主治医の意見通り、半日・6時間・1日勤務と2週間ずつを目安に段階的な試し出勤を行うこととなった。また、職場環境としては、上司・同僚の理解のある小規模な支店への異動となった。

＜復職後＞

試し出勤初日や途中経過は電話で報告を受け、ステップアップの時には面談を行った。復職3週間後の面談にて、週明けの3日間を5時間勤務、その後6時間勤務を2週間行うこととなった。



	支援結果と今後の見通し
	面談の結果、安心して休養をとることができ、今までは自分の辛さを感じることや、人のことばかり責める気持ちだけが強かったが、次第に自分にも悪いところがあったのではないかと思えるような変化が見られた。

特に、コミュニケーションを取らなかったことで、自分自身の気持ちを溜めてしまったことに対しても反省の弁が語られた。そのため、今後は自分からコミュニケーションを取るようにしたいという改善への意欲もみられた。

支援専門家が仲介することで、本人の意志や思いが会社にも伝わり、本人への対応が改善されたことは、休職中のストレスの軽減につながった。

ウォーキング等の運動量を徐々に増やしたことで、運動と休息のバランスが整い、発散にもつながった。食事改善・断酒・運動によって、血圧・血糖のコントロールも良好となった。
異動を伴う復帰となったが、雰囲気も良く、上司や同僚からの配慮もあり、本人にとって安心できる環境であった。データ入力や書類作成等の事務作業を行っており、その日に終わる量を与えられ、対処できている。

復帰後、大きな落ち込みはなく、職場では問題はなく過ごせている。しかし、自宅に帰ると疲れが出て、時々子どもにきつく当たってしまうとの報告があった。数か月休職していたので、疲れが出るのも自然な反応であること、良い職場環境であっても気遣い等で精神的な疲れもあるのではないかと説明し、本人も納得した様子であった。

昇給につながる試験を控えており、プレッシャーになることが想定されたが、経済的な不安も抱えているため、他の業務の負担を軽減し、試験を優先して考えるよう勧めた。上司の理解もあり、無理せず働いてほしいとのことであった。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	・症状が辛い状況であったにもかかわらず、会社を休むことは、「甘えだ」「罪だ」と思い込んでいたが、本人にとって一番大切なものは何かを考えてもらうよう促し、その大切なもの（家族）のためにも休職が必要だということが理解できたことで休業につなげることができたことは効果的であったと考える。

誰にも相談できなかった辛い状況や気持ちを吐き出し、発症の要因について振り返ることにより、個人要因についても洞察が深まり、復帰に向けての心の準備を整えることに繋がった。

復職への焦りに関しては、プラスの方向で意味付けできたことで軽減につながった。

会社の復職支援体制を説明したことや会社の対応の調整をしたことも安心感につながった。

運動・食事・飲酒等についても助言を行い、心身の健康につながった。

ご本人の状況にあわせ、段階的な試し出勤を行い、人事とも連携を取り、受け入れ体制を調整できた。不安な点や仕事の優先順位について検討できたことで、不調の要因を受け止め、対処できるような促しができた。

妻とも連絡を取り合えたことで、本人の家での状況の確認や、妻の不安軽減に寄与できた。



	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	近くに住んでいる両親が「リストラになるのではないか」「収入面は大丈夫なのか」と心配して関与してきたことが、本人を不安にさせ、断酒のスリップにも繋がり、状態を悪くさせる出来事になったと思われる。

また、本人は無意識的に無理をしてしまうところがあり、復帰後の試験も周囲の想像以上に負担になったと思われる。


※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している
【 事例３ 】

	支援目的
	管理職特有の『中年期の危機』を呈した労働者への復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	IT関連
	
	専門家①
	医師（産業医）　１名

	労働者数
	300名以下
	
	②
	臨床心理士　１名

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	事業場との

従来の契約
	産業医契約

外部EAP契約

	事業場内担当者
	総務部
	
	
	


	支援対象労働者の概要

	性別
	男
	年齢
	４０歳代

	結婚歴
	既婚
	居住環境
	家族と同居

	休職の診断書における診断名
	抑うつ状態

	休職期間
	５ヶ月　（これまでの休職歴　　有　）

	支援開始時の段階
	休職中（休職後　４ヶ月）

	支援期間
	６ヶ月


	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	有

（以前より産業医により職場復帰の体制づくりとプログラムの作成に関与してきた。）

	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	昨年に現在の事業場に異動。担当する業務も変わり、部下40名のマネジメントを兼務することとなった。関連会社との折り合いが困難となる一方で、社内でのサポートも得られない状況が続き、休職に至った。

初回時は既に慣らし勤務を開始しており、体調は整っているものの、業務に関する自信の喪失や周囲への罪悪感、意欲の低下状態がみられた。仕事に対しては、いわゆる完ぺき主義で人目を気にする傾向が認められた。

	復職支援の具体的な内容
	慣らし勤務は、サポート的な業務を担当することとし、出社時間を4段階で漸増させることとした。Ⅹ年8月からの正式な復帰に関しては、復帰部署や担当業務についてアドバイスし、マネジメント職ではなく一担当者として勤務することから開始することとした。

面談においては、体調の把握と、本人が日常感じている不全感などを軽減するようサポートした。

・専門職として２０年のキャリアがあること

・過去の休職歴「有」だが、約１０年前のことであり、その後は十分なパフォーマンスと評価を得ていること

などから、本人には今後の就業を安全にすすめていけるリソースを既に持っていると考え、対応にあたった。

さらに、

・自信を喪失しており、自分自身を否定する思考が強くなっていること

・もともとの自分の性格や個性について、強い劣等感を感じていること

などから、自分自身への否定的な認識を増強させないことと、同時に肯定的な認識を強めることを意図し、「本人が否定しない程度に、本人の過去・現在を肯定する」、「本人が抵抗感を感じない程度に、本人の自己否定的な認識を変容させる」、「しかし、本人に“変化”を強いない」ことを基本方針とした。

産業医面談では、体調の管理と業務負荷の調整について対応した。リハビリ勤務を始めた当初は、どんな形でも仕事に復帰して、社会生活を送ることを目標としていたが、勤務が安定してくるに従い、自己否定や将来に対する不安が強くなっていった。会社としては、マネジメント職に戻すことも可能であるし、一担当者として専門的な仕事に従事していくことも可能であるため、本人には迷いながらも希望を提示してもらう必要があった。

カウンセラーの面談の内容は、支援期間全体を通して、いわゆる「中年期の危機」と捉えることのできる本人の感情・思考・社会観などの語りが中心となった。カウンセラーは本人の考え等を肯定しつつ、「考え方に“幅を持たせる”と楽である」というメッセージを伝えていった。

さらに、いわゆる認知療法的な考え方などを紹介し、「自分を観察する」こと（自己観察）の有効性を説明した。

正式な職場復帰に際しては、本人の適正や今回の休職経緯から、マネージャーとしての復帰は見送ることし、専門職としての業務から開始することとした。

職場復帰後は、身体面での疲労はありながらも、気分の落ち込みなどはなく、安定した経過がみられた。カウンセラーからは、身体感覚に日ごろから意識を向けることと、不安や悩み事が起こった場合には「それはそれとして置いておく。または、受け流してみる」練習をしてみるよう提案した。

定例の人事異動の際に、マネージャー職として復帰することとなり、「補佐」のスタッフがサポートすることとした。勤務時間も増大したが、本人の中での「退社リミット時刻」を設定することで、労働時間の管理をおこなった。身体だけでなく精神的な疲労も感じるようになったが、気分の落ち込みはなく、体調管理ができた。

産業医面談（復帰1ヵ月後）では、業務量が過剰になった場合は「“No”と言えるようになる」ことを再発防止のための課題として伝え、面談後に実施したカウンセリングでその課題について取り上げた。本人の意識の中では、入社当初からの「仕事は“やらねばならない”」という新人時代の考え方が、いまも根強く残っていることがわかった。

この点について話していくことで、「一担当者ではなく、管理職である現在の立場や役割に見合った、仕事の進め方を再検討する」、ということが今後の課題として落とし込まれた。

面談（復帰2ヶ月後）では、順調にやれていることが確認された。仕事上の課題としては、本社業務の取り組み方を覚えていくこととなった。また、専門職と管理職との役割葛藤については、「本社での管理職として成長していくこと」として、本人の中で方向性が定まった。

今回の体調不良については、「自分自身を振り返る有意義な期間であった」、「今後は視野や考え方の幅を広げていくことが課題」と振り返った。

年末年始と年度の切り替わりの時期に気をつけることなどを伝え、今後の支援は産業医面談と、必要に応じてのカウンセリング再開とした。



	支援結果と今後の見通し
	＜結果＞

正式な復職と、その後の安定した経過。

気分・体調の改善。

役割葛藤の解消。

＜今後の見通し＞

当面は安定して経過するものと思われる。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	・体調に応じて段階的に負荷をかけるリハビリをおこなったこと

・本人のキャリアや資質を肯定し、変化を強要しなかったこと

・定期的な産業医面談とカウンセリングを実施したこと

	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	


※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している

【 事例４ 】
	支援目的
	関係者間の密な連携が必要であったうつ病労働者の復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	IT関連
	
	専門家①
	医師（産業医）　1名

	労働者数
	300名以下
	
	②
	臨床心理士　1名

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	事業場との

従来の契約
	産業医契約

外部EAP契約

	事業場内担当者
	総務部
	
	
	


	支援対象労働者の概要

	性別
	女
	年齢
	２０歳代

	結婚歴
	独身
	居住環境
	家族と同居

	休職の診断書における診断名
	うつ病

	休職期間
	５ヶ月　（これまでの休職歴　　有　）

	支援開始時の段階
	休職中（休職後　２ヶ月）

	支援期間
	６ヶ月（予定）


	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	有

（以前より産業医により職場復帰の体制づくりとプログラムの作成に関与してきた。）

	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	職場の人間関係のトラブル・悩みから、強い不安・抑うつを発症。　本来、人間関係が不安定で、感情・気分の不安定さ、心理的負荷が身体症状として表れやすい傾向などがうかがわれる。

初回時は、生活リズムと体力の回復を進めている段階で、会社までの通勤（片道2時間程度）が可能であるかの判断も難しい状態。



	復職支援の具体的な内容
	X年4月に事業場の統合があり、現在の事業場へと配属になったが、前事業場でも休職歴があった。当時は産業医やカウンセラーなどの産業保健スタッフによるサポートがない事業場であったため、復職時の健康状態の回復は不十分であり、当時の上司が過剰にサポートしている状態であった。本人は過去の経験から、今回の復職へのステップにも周囲へ同様の形を期待していて、休職中から周囲とコンタクトを取っていた。

今回のサポートでは、まず事業場内担当者や休職中に連絡を取っていた上司には、本人の性格・行動特性について仮説として説明をし、本人への対応についてアドバイスした。特に、「関係者間で適切に情報を共有し、連携できる体制をとること」、「本人への対応は、規定に則ってすすめる基本原則を再確認すること」の２点を特に強調した。

支援期間開始直後に、本人から「職場復帰が決定した」というメールが職場同僚に送信された。職場内では混乱が起こり、事業場内担当者から、支援スタッフに問い合わせが入る場面があった。この際、当機関の方針と一致していない事実を説明し、「本人の中で、何かしらの思い違いがある可能性」を指摘し、上述した「関係者の連携」の重要性を再度強調した。職場の混乱は急速に収まり、関係者間での本人への支援方針の再確認がなされた。

産業医面談では、リハビリ出勤を開始する具体的な健康状態を提示し、面談時点で第一ステップと考えられた生活リズムの回復が認められるまでは職場復帰の準備を進めることは不可能である現実を説明し、生活リズムの立て直しを指導した。さらに、「生活記録表」の提出などにより状態を把握し、継続的に指導を続けた。

カウンセリングでは、生活リズムの状況把握と同時に、感情・気分のコントロールを当初のテーマとし、認知行動論を中心とした技法の紹介・指導をおこなった。

気分・感情のコントロールについては、本人なりの工夫も奏効し、早い段階で本人が有能感を感じられるようになった。カウンセラーからは、本人の工夫と努力を賞賛するとともに、その有効可能性を説明し、今後の継続実施を奨励した。

その後、産業医面談・カウンセリングとも継続実施をした。職場復帰へのモチベーションは高いまま維持されたが、生活リズムや体調が１ヶ月以上安定することはなかった。また、親族の介護問題が発生し、家庭内での諸々の負担が本人にかかることになった。

家庭内の問題を理由に、生活リズムが安定しないことを主張していたが、多くの社員も家庭の問題など様々な問題を抱えながら勤務していること、親族の介護は一時的な問題ではなく、リハビリ出勤中、職場復帰後も伴う問題であり、自宅療養中に自分の役割を果たしながら、生活リズムを整えていかなければならないことを指導した。このころから、治療に対する姿勢が、受け身ではなく、自ら積極的に問題を解決していく姿勢に、少しずつ変化していき、生活リズムが安定するようになった。

その後、生活リズムの調整に加えて、本人から提案のあった「資格試験勉強」の実施を復帰への練習として奨励し、現状の環境で体調を管理できることを当面の目標とすることを提案した。カウンセリング場面でも、これらを奨励した。これにより、本人のモチベーション維持と同時に、生活リズムおよび認知機能回復のための課題を、生活状況に即して設定することができた。

さらに、次の課題として「人間関係に対する敏感さ」を取り上げ、本人にその重要性を説明した。しかし、体調や気分の変動が今後も起こる可能性を想定し、「今後、コンディションが維持できているときに取り組む」と条件をつけた。本人は「コミュニケーションの取り方が極端である」と自身の傾向を分析し、課題とすることを納得した。

次第に生活リズムが安定し、活動性も向上してきた。午前中から活動し、図書館で勉強をするなどの意欲も回復しており、気分の変動や情緒不安定になることもなく経過していることが確認できた。

そのため、職場での人間関係のとりかたについて話題にした。本人は、「スタッフ同士の会話が少ない職場環境であるため、自分が勝手に“心を読む”ことをしてしまっていた。」と振り返り、「今後は、人のことを気にするよりも、目の前の仕事に意識を向けていきたい。今の自分なら、その気持ちの切り替えができると思う」、「自分の状態や、状況を客観視して、まずいと思ったら、その場を離れるなどして気持ちを落ち着かせるつもり」だと語った。

また、「以前は、誰かに助けてもらえないと無理だという不安感が強かった。しかしいまでは、自分で安心感を作れることがわかった。」と語り、他者への依存傾向とその変化および自己効力感の向上が語られた。

一方で、本人の希望と主治医の判断から、処方薬について減薬が進められた。一時的にやや影響がうかがわれる点があったものの、順調に減薬された。

減薬と同時期に、「生活記録表」で観察する「気分・感情」を「安心感」と設定した。そうすることにより、日常から自身の安心感に意識を向けることになり、結果として「常に安心感を感じていられる」状態となった。

また、慣らし勤務の開始について具体的にイメージをし、「以前の自分は焦りが強かった。頑張り過ぎないように気をつけたい」と語られた。

カウンセラーからは、本人の変化や工夫を確認し、労いと賞賛を行った。

その後の産業医面談で、慣らし勤務開始の判断がなされ、職場担当者に適切な作業の割り当てが指示された。休職前は、前述の前回休職した際に上司であった者の部下であったが、休職中のやりとりから判断しても依存傾向が継続する可能性が高いと判断したため、違う部署で、別の管理者の元で業務をさせたほうが、復帰がよりスムーズになる可能性が高いことを提案し、人事担当者に配属先を検討してもらった。幸い、この会社は共通の専門資格を有する社員で構成される企業であり、部署の異動をおこなっても、業務内容は大幅に変わらないことからも、実施しやすかった。

当該部署の管理者と総務担当者らに、「状態は改善している」、「再度悪化する可能性はある」、「直接の指導者は、一対一でのコミュニケーションをできるだけさけること」、「些細な変化も、気づいたことがあれば共有すること」、などを伝えた。管理者からは「問題の原因は何か？一般論として、家族環境などが影響しているのか？」との質問がでたが、「問題の原因は重要視していない」ことと、「今後の解決のためにも、“次に何をするか？”、“変化をいかに作り、持続・発展させるか”を重視するのが現実的である」という考えを伝え、了解を得た。

翌月初旬より、週3日間・一日3時間＋休憩1ｈの慣らし勤務が開始された。

慣らし勤務2回を完了した翌日に、カウンセリングをおこなった。本人は緊張・疲労を自覚しており、特に社員同士のコミュニケーションでの過緊張を語った。カウンセラーからは、当面は疲労があるのは当然であることを伝え、不安や疲労を自覚できていることを肯定的に評価した。また、他の社員との接し方について、考え方や行動の変化を試みた。

慣らし勤務開始後の産業医面談ではカウンセラーとの合同面談とした。その後、過緊張は自分自身のコントロールで改善しており、安定した経過がみられた。

その年の内に、定時出社を試みてみることを提案し、その後の経過を見て、週5日のリハビリを開始する見通しとした。



	支援結果と今後の見通し
	＜結果＞

・慣らし勤務をスタートし、安定した経過をみている。

・気分、感情の対処能力が大きく向上した。

＜見通し＞

・状況により、体調の変動は起こりうるものと思われる。

・本人だけでなく、日常的な周囲のかかわりも重要と思われる。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	＜本人に対して＞

・生活記録表への記載を指導し、生活リズムの調整を試みた。

・より客観的な指標である、生活リズムを「復帰不可」の判断材料とすることで、本人に具体的な行動目標を持たせた。

・感情・気分の対処法を指導した

・感情・気分の対処法を習得できた時点で、人間関係のとり方を課題とした

＜周囲に対して＞

・周囲が直面している実情を理解し、本人への対応方法について説明した。



	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	・一部の家族が、休職していることに理解を示さず、復職を焦らす場面があった点


※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している

【 事例５ 】

	支援目的
	本人の問題意識が希薄なうつ病を呈する労働者の復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	製造業
	
	専門家①
	当該事業所担当産業医　１名

月１回の契約

	労働者数
	300名以下
	
	②
	保健師　１名

特定保健指導、ラインケア講演実施

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	事業場との

従来の契約
	産業医契約、集団健診

特定保健指導契約

	事業場内担当者
	総務課長

（支援途中で交代）
	
	
	


	支援対象労働者の概要

	性別
	男
	年齢
	４０　歳代

	結婚歴
	独身
	居住環境
	同居（父親６７歳・弟３７歳）

	休職の診断書における診断名
	気分障害

	休職期間
	今回の休職は９ヶ月（現在継続中）

過去の休職歴；　計７回

約５年前　外傷性頚椎症候群

他６回　腰椎椎間板ヘルニア

	支援開始時の段階
	休職中（休職後３ヶ月）

	支援期間
	５ヶ月

	
	

	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	有
過去の事例には、総務課長の経験に基づき作成されたプログラムに添って診断書の保管と、口頭連絡での対応をしていた。今回の事例を機会にプログラムの見直しをすすめた。

	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	《職場での状態：事業場担当者からの情報》

X年４月より子会社（同敷地内）への出向となる予定であった。準備のため、X年３月中旬から出向先での業務についていたが体調不良を訴え休み始めた。

本人からは、仕事の内容がまったく違う為、以前の職場で「さあこれから（自分のスキルを活かそう）と思っていたところの異動で落ち込んだ」という訴えがあった。

事業場担当者が本人を見た印象は、親しい同僚もいたようだが自分から話しかけるタイプではないというものであった。職場長からの情報では、仕事への姿勢にやや不安な面があるため「あてにならない」という意見もあった。しかし目立ったトラブルはない。

《初回面談予約時の状態》

日程確認のために自宅へ電話連絡。電話口の声はとても明るく、都合の良い日時をはっきりと答える。

《初回面談時の状態》

経過について、一気に説明を始める。事業場担当者から「自分から話しかけるタイプではない」という情報を得ていたため違和感を感じた。主治医から本人への病状説明は「中等度のうつ病」ということであった。初回面談では職場異動の話があった頃に感じたという気分の悪さは無くなっていた。MINI問診の「大うつ病エピソード」「気分変調症」を実施するが該当する症状はなかった。４０代の男性としては言葉使いなどの表現が幼い印象を受けた。

日常生活に支障なく、生活リズムは休職前の休日の過ごし方とほぼ同様ということであった。本人は体重増加と体力の低下に不安を抱えていた。

《就業困難となっている要因》

1 出向先での人間関係の問題

2 事業場の業務縮小に伴い入社以来担当していた「溶接」部門の廃止

3 大幅な人員削減と工場部門への転勤（遠方）



	復職支援の具体的な内容
	1 本人との定期的な面談（産業医・保健師）

2 当施設のジムを利用し体力の回復

3 主治医との情報交換

	支援結果と今後の見通し
	《支援結果》

初回面談の１ヶ月後、工場部門のメインが移動（県外）するため、全従業員対象に「転勤」もしくは「翌年４月末付けの退職」という選択がせまられた。当該労働者も休職中ではあるが上記２つの条件から選択をすることとなった。この状況に対し本人は「治ってないのにきつい」「趣味（サッカー観戦・コンサート鑑賞）も出来なくなる」「弟（３７歳）のこと（衣類洗濯）をやってあげられなくなる」などを理由に会社への返事を先延ばしにしているということであった。一方、事業場担当者は、「病気をしっかり治すことが優先で無理に復職・転勤はしなくてもいいのではないか。新しい職場（転職）で気分を変えて始めたらどうか。（退職の選択をする）」と伝え、本人も納得しているという認識であった。しかし、本人と事業場担当者からの情報には食い違いがあった。まず、事業場担当者からの情報と本人の状況を整理し「転勤」の意思のないことを共通の理解とした。また、初回面談からうつ病の印象とは違うものがあったが、本人はうつ病であることを強く訴えるため、自己評価うつ尺度・職場復帰準備性評価シート実施した。その結果、うつは中程度認められたが、職場復帰準備性評価については「ほぼ問題なし」の結果であった。この結果を見た本人は、一層多弁となり、会社への不満・同僚への不満を初回面談以上に話し始めた。そんな中、再就職の不安はあるが早期退職プランがあると会社から聞いていることや、その制度を利用して職業訓練校などで技術を身に付けることも気になっているという発言も聞かれた。

初回からの訴えである体力への不安と体重減量の希望に対して、当施設のフィットネスプログラムへの参加を促した。当施設では必ず運動トレーナーが付き添うため、会話もはずみ楽しみながら実践できていた。フィットネス利用を重ね、徐々に体重が減ってきたことは本人のやる気を高める助けとなり、食事の関心へもつながった。

結果的には、退職希望を最終的に確認し、今回の支援は終了とした。そして、再就職に向けて「私の健康プラン」として健康目標を設定し、今後の行動計画を記録し持ち帰っていただいた。

《今後の見通し》

退職はほぼ確定しているものの、本人は現状で不便がないため「まだこのままでいいかな」「まだ今後のことを考えるのはまだ早いかな」と問題を先送る傾向が認められた。そこで、「パソコンを習う」という目標をたて、職業訓練校や専門学校の入学情報を集め、次の就職準備を徐々に始めていくようプランを立てた。

今後、新しい環境での生活が始まり、本人にとって都合が悪い状況になった場合「うつ症状」を訴えることが懸念される。

《支援終了後》

支援終了後も当施設のフィットネスプログラムへの参加は継続。退職予定ではあるが、退職予定の4ヶ月前に、職場の配慮でいったん職場復帰となる予定である。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	うつ尺度や職場復帰準備性評価を実施したことは、病状の評価だけではなく、本人が客観的に自分の状態を把握することに効果的であった。また、状態の把握は病気への不安の軽減にもつながり再就職のプランを考え始めるきっかけとなったとなった。

今回の支援中、体重減量に取り組み、効果を得たことや再就職準備の計画を立て行動したことが、新しい環境での困難を乗り越えることに役立つことを期待している。



	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	事業場の大規模な移動は復職を困難にした大きな要因となっていると考えている。




※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している

【 事例６ 】
	支援目的
	うつ病に至った裁量の高い職責者の復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	電子部品の

製造販売
	
	専門家①
	保健師（産業カウンセラー）

	労働者数
	300名以下
	
	②
	医師

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	事業場との

従来の契約
	定期健康診断

	事業場内担当者
	総務人事課長
	
	
	


	支援対象労働者の概要

	性別
	男
	年齢
	３０　歳代

	結婚歴
	既婚
	居住環境
	両親、妻、子供2人の6人家族

	休職の診断書における診断名
	うつ病

	休職期間
	１.５ヶ月（これまでの休職歴　無　）

	支援開始時の段階
	休職中（休職後１.５ヶ月）

	支援期間
	５ヶ月

	
	

	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	無

プログラム作成のための見本資料を提供し作成を促したが、担当者によると、本社の動きがある中で、事業所単独での作成を躊躇しているようであり、作成着手に至らなかった。



	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	部長の転勤に伴い部長代行に昇進。その後、徐々に不調を感じはじめ、会議の席上では本部長の叱責が飛ぶようになった。仕事の効率は悪くなり残業が増え帰宅は深夜に及び不眠が続いた。昇進から半年経つ頃には気分の落ち込みがひどくなり、食事が喉を通らなくなって体重は1年前に比べ7kg減ってしまった。会社のすすめで受診し休職に至った。



	復職支援の具体的な内容
	休職後1ヵ月半経過しての初回面談となった。初回面談の翌日からの復職が決まった状態で支援開始となった。以降、２～３週間ごとに面談に通ってもらい、主に以下の支援を目的に面談を計８回実施した。

1 短縮勤務の継続による体調の確認と支援

2 復職後の就業状況の確認と支援

3 発病に至る原因となった人間関係への対応状況の確認と支援

4 主治医からの意見聴取


	支援結果と今後の見通し
	部長代行という職位もあり、本人の意思で、会社のワーキングシェア制度に則り５時間勤務の形で短縮勤務をはじめることになっていた。復職時は自らのデスクを、原因となった人のデスクと離して配置するなど自分で采配していた。軽度の抑うつ状態は継続していたが、生活リズムは整っていた。

事業所は、産業医契約はしているものの実際の活動はなく形式的契約状態のため、本人が主治医の指示を会社に伝えながら、短縮勤務を継続している状態であった。しかし、抑うつ症状が悪化することがあるため、主治医から内服薬の増量の指示となった。

そのような経緯の中で、部長代行から次長（兼課長）に降格になり精神的負担が軽減した。

また、海外出張の話が出たため、当事業部の医師との面談を実施し、主治医からの意見書をもらうこととした。主治医の意見では、「業務の負荷を軽減しての就労」ということであった。本人にそれを伝えると、数日間の出張は行くが、1ヶ月間の短期滞在出張は避けたいという意見であった。

5時間の短縮勤務を続けて2ヶ月が過ぎ、妻が経済面を気にして抑うつ気味であることが語られた。主治医に相談の上、残業なしの通常勤務に戻した。国内外へ短期出張へも2回出かけ、出張先では、身体的疲労があった翌日に抑うつ症状が強まったようであった。

懇意にしてくれる上司の配慮で社長と面談した。話を聴いてもらえたことが安心感につながり、以後最終面談時までの2ヶ月間、精神状態は、本人申告によると、健常時の8～9割程度までに安定した状態を維持しているという。

＜今後の見通し＞
産業医の連携が無い状態であったが、元部長代行、現次長という職位で、勤務調整や仕事内容を自分で調整できたことが、復職成功につながったと思われる。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	1 職場の仕事環境の調整、上司とのコミュニケーション、仕事の量や質的負担をセルフコントロールする能力の向上。

2 仕事の状況と自分の病状を、主治医の意見だけをきいて自分で判断するのではなく、第三者である我々の介入により、本人はより客観的に自分を見つめることができたと思われる。



	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	産業医と連携をとりづらいことが、会社に介入しにくい要因となっていた。


※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している

【 事例７ 】

	支援目的
	長期間にわたって安定した勤務が得られなかったうつ病労働者の復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	派遣業
	
	専門家①
	臨床心理士　1名

	労働者数
	300名以下
	
	②
	

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	事業場との

従来の契約
	産業医

EAP

	事業場内担当者
	人事労務担当者
	
	
	


	支援対象労働者の概要

	性別
	男
	年齢
	30歳代

	結婚歴
	既婚
	居住環境
	同居（妻、息子）

	休職の診断書における診断名
	うつ病

	休職期間
	3ヶ月　（これまでの休職歴　有）

	支援開始時の段階
	2回目の休業から復帰３ヶ月後

	支援期間
	7ヶ月


	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	有
職場復帰プログラムを作成し、それに合わせ、顧問弁護士に相談の上で就業規則の一部改訂が行われた。

	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	1回目の休職（3ヶ月間）は、上司との人間関係が原因と考えられ、復帰時は、以前から親しい関係にあった上司の下に配属（県外への転勤を伴う）となった。復帰後は過剰適応の傾向がみとめられ、精神力体力ともに維持できず5ヶ月後に再休職となってしまった。

2回目の休業（3ヶ月間）後、同職場に復帰。半日（３時間）出勤から開始した。しかし、復帰後3ヶ月が経過しても、1週間に１、2日は「体調不良」を理由に休み、勤怠が不安定な状態が続いていた。本来の仕事は一切できておらず、コピーや書類作成等の雑用のみであった。上司や人事は、十分に回復がみられないまま焦って復帰したことが問題であったと考えており、現在の仕事へのモチベーションが上がらない状態を改善させることを目的とし、派遣専門家へ紹介された。



	復職支援の具体的な内容
	面談時には毎回、BDIを実施。初回は、中等度レベルのうつ状態が認められた。生活記録票を用いて、体調のセルフモニタリングを開始した。人事と相談した上で、水曜日を中休みとして体調調整日とし、それ以外の休みを減らすことを目標に取り組んだ。面接開始2ヶ月後にはBDIの得点はかなり改善したが、休みがちな勤務が続き、業務上の負荷を上げられないことが問題となっていた。面接開始3ヵ月後、本人が所属していた営業所(従業員3名)が支店へ吸収合併されることとなった。新しい職場で新入社員がバリバリと仕事をこなしている中で、十分な仕事ができない自分に対して不甲斐なさとイライラ感が募り、面接開始4ヶ月後より再休業となった。休業直前、上司から引き継いだ業務のアポイントを突然キャンセルして帰宅するなど、職場でひんしゅくをかう問題行動もみられた。また、家では、ネットショッピングで散財するなど軽躁が疑われる状態が認められた。

「うつ病」の診断名で5ヶ月間の休業診断書が提出され、3回目の休業となった。休業直後は本人のカウンセリングをひかえ、妻への面談を実施。本人の状況確認や薬の管理・お金の管理を妻が行なうよう助言を行った。また、本人と主治医の間で必要な話し合いができていないことが懸念され、妻に受診の同伴を助言し、一緒に治療にのぞむ姿勢を促した。休業1ヵ月後から本人の面談も開始（1回／2週）。休業後最初の面談では、BDIは重症レベル。イライラ感・激越感情が強く認められた。買物したものを質屋で売ったり、飲めないお酒を多飲するような行動も報告された。

休業から2ヶ月経過すると、精神状態の安定が認められた。以前の休業の際は、家に居ることで妻にストレスをかけているのではないかということが気掛かりであったようだが、「今は、妻も一緒に治療に取り組んでくれているのがわかるので心強い」と休業中の生活にも安定がみられるまでに回復した。できる範囲で、ウォーキングや家事を行い、家での活動性を徐々にあげていくような課題を設定し、無理なく取り組めるようになっている。

また、これまでの働き方について、「目先のことに飛びつき、勢いで仕事をこなしてきたところがある。右肩上がりの業界だったので許されていたが、今後はそうはいかない。慎重さと計画性をもって仕事にのぞむことを復帰後は考えていきたい」と反省し、今後の働き方についても考え直す機会となった。



	支援結果と今後の見通し
	このまま順調な回復が認められ、主治医の了解が得られれば、1ヵ月後に上司や人事との復職前の面談を行う予定となっている。改善された状況を上司や人事に確認してもらい、復帰に向けて、復帰する側、受け入れる側、双方の準備が整うよう話し合いを行う予定としている。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	・妻に治療への協力を求めたことによって、本人が安心して治療にのぞめるようになったことは良かったと思われる。

・3回目の休業中、これまでの休業を振り返って、それぞれの原因や本人の対処の方法、その対処のまずかった点について、今後はどのように対処すべきか、について本人の洞察が深められたことは、今後の復帰の際に役立つものと思われる。



	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	


※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している

【 事例８ 】

	支援目的
	業務上のミスよりうつ状態となった労働者の復職支援


	事業場の概要
	
	健診機関におけるメンタルヘルス専門家の概要

	業種
	非鉄金属製造業
	
	専門家①
	嘱託産業医　2名

	労働者数
	約700名
	
	②
	嘱託保健師　1名

	産業医・衛生管理

者選任等の有無
	有
	
	事業場との

従来の契約
	なし

	事業場内担当者
	専属保健師
	
	
	


	支援対象労働者の概要

	性別
	男　・　女
	年齢
	30　歳代

	結婚歴
	既婚・ 独身
	居住環境
	同居 ・ 独居

	休職の診断書における診断名
	抑うつ状態

	休職期間
	３ヶ月　（これまでの休職歴　　有　・　無　）

	支援開始時の段階
	復帰後（復帰後１０ヶ月）

	支援期間
	５ヶ月

	
	

	具体的な支援内容とその効果

	職場復帰の体制づくりとプログラムの作成への関与
	有　・　無


	初回時の本人の状態像や

就業を困難にさせていた要因
	・休職に至った要因

休職に至る4ヶ月前、業務上のミスで数千万円の損失を出し、その後、クレーム対応や装置トラブルの対応をしている中で、不安、不眠が出現した。症状が出現してから4ヶ月後、本人が医療機関を受診し、「抑うつ状態のため3か月の療養が必要」と診断された。その後、自宅療養開始。診断書が提出されるまで、本人や上司が産業保健スタッフに相談することはなかった。

・復職時の本人の状況

本人が復職を希望したため、専属産業医が面談を実施したが、不安や不眠などの症状は改善しているものの、起床時間が一定でなく、日中の活動量も少ないため、復職不可とした。
その2週間後の復職面談では、早朝覚醒が時々あり、易疲労感は残るものの、出勤可能な生活リズムであったため、復職可と判断され、時間外勤務禁止・休日出勤禁止という就業配慮措置のもと、復職となった。

・復職後の経過

復職１週間後の専属産業医面談で、上司が復職2週間後の出張を指示していることが発覚したため、専属産業医が意見書に出張禁止を追加した。

復職後３ヶ月までは、2週間に1回、専属産業医の面談を実施していた。その間、業務上の負担は少なく、体調も比較的安定していたが、早朝覚醒は解消せず、二度寝による遅刻が断続的に続いていた。

復職４ヶ月からは月に１回程度、専属産業医による面談を実施していた。復職４ヶ月の専属産業医の面談では、早朝覚醒はあるものの業務におけるパフォーマンスは戻ってきていた。復職6ヶ月後頃より、大規模な人員削減・組織変更に伴い、業務量が大幅に増加したが、仕事の優先順位をつけて対応できていた。また、新しく変わった上司からも手厚いサポートが受けられていた。

以上のように、本人は徐々に業務を遂行できるようになっていた。しかしながら、一方で、職場内では就業配慮措置が順守されていなかった。復職1週間後から復職8ヶ月目までは、時間外勤務禁止、休日出勤禁止、出張禁止の就業配慮措置が付けられていたが、実際には、上司から出張を指示されると、本人が専属産業医に相談し、出張後に専属産業医面談を実施することを条件に専属産業医が出張許可を出すなどの対応をしていた。また、遅刻に関しても、時間外勤務をすることで勤務時間を調整していた。

また、大規模な人員削減により従業員数が1000人未満になったことに伴い、専属産業医が退職し、復職10ヶ月目より当会の嘱託産業医が関与することになった。



	復職支援の具体的な内容
	■嘱託産業医面談（復職10ヶ月から12ヶ月まで1回/月）
・治療状況、生活状況、勤務状況の確認

復職10ヶ月の嘱託産業医面談の際には、早朝覚醒は続いていた。途中、主治医処方を自己判断で減薬したが、「手足・舌が痺れたため、現在は処方通りに内服している」との申告があった。しかしながら、依然として減薬や服薬中止を希望していたため、服薬の必要性について説明した。

復職11ヶ月頃は仕事量が多く、処理が追いつかなくなったことを発端に、体調が優れず、欠勤が増えていった。

・就業配慮措置解除の検討

復職12ヶ月までは「時間外勤務制限20～40時間/月まで」としていたが、人員を補充したことで、時間外労働がほとんどない状況になったため、復職13ヶ月から就業配慮措置は解除した。

■嘱託産業医より職場上司への情報提供

・本人の体調が優れず、欠勤も増加しており、なおかつ、これまで職場上司に産業保健スタッフから情報提供をしたことがなかったため、嘱託産業医より上司に本人の状態について情報提供を行った。上司からは、職場での本人の様子に関する情報を提供していただき、今後、勤怠に変化があった場合には専属保健師に連絡するよう依頼した。

■専属保健師・支援員（保健師）による面談（復職12ヶ月以降1回/2週間）

・治療状況、生活状況、勤務状況の確認

生活記録表を活用し、自覚症状や睡眠時間・出社時間等の確認を行った。

復職12ヶ月頃は、内服薬の減薬の影響や仕事量の増加といったことも重なり、不安感や早朝覚醒といった症状も出現していた。その後、職場に人員が1名補充されたが、一方で増員された当初は、新人の教育もしなければならないことから、イライラするなどといった症状や中途覚醒も多く出現し、遅刻などの勤怠の乱れもあった。

復職13ヶ月頃には、新人教育が落ち着き、仕事量も減少したことなどから、体調も改善し、勤怠も安定した。その後、睡眠薬が減薬されたが、中途覚醒はほとんどなく、体調も維持できている。

その一方で、本人は、仕事に関して明確な目的・目標を持っておらず、働くことに関してあまり意欲的な態度は見られないことが、面談を重ねる中で、分かってきている。



	支援結果と今後の見通し
	復職13ヶ月以降、人員が1名補充され、仕事量が減少した。そのため、体調・勤怠ともに安定し、現在は就業配慮措置も解除されている。今後は、定期的な専属保健師・支援員（保健師）による面談により、治療状況、生活状況、勤務状況の確認を行っていく。それと同時に、身体や精神状態の評価を行い、嘱託産業医と相談の上、支援終了の時期を検討していく。



	効果的であったと思われる支援のポイント
	復職10ヶ月の嘱託産業医面談の際、本人が自己判断で減薬を試みていたが、面談で服薬の必要性について説明することで、自己判断での減薬を最小限にとどめることができた。また、継続的に支援していたことで、早期に対象者の不調に気づくことができ、再休職することを防ぐことができたと考える。

復職12ヶ月以降、生活記録表を活用したことで、対象者は自己の生活状況等を振り返り、自己評価する機会ができた。そのことが対象者にとって、体調や勤怠の自己管理をしようという意識付けにつながったと考える。



	支援の際に復職を困難にしたと思われる要素
	対象者においては、復職時から続いていた早朝覚醒が改善せず、遅刻など勤務状況の不安定さが残っていたため、就業配慮措置の解除が順調に進められず、復職12ヶ月まで時間外労働制限の就業配慮措置をかけていた。同時に、人員削減など職場環境の変化により仕事量が増加してしまい、それが本人にとって負荷となり、体調および勤怠の不安定さにつながったと考えられる。

また復職時より、対象者に関する支援計画を職制と産業保健スタッフ間で十分に共有することができず、お互いに連携をとりながら支援することが難しかった。それに加え、事業場内において、管理職も含めた大幅な配置転換があり、管理職間で十分な情報の引き継ぎができていなかった。




※ 事例のプライバシー保護の観点から、情報を一部加工して掲載している
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